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山口一男氏の『働き方の男女不平等─理論と実証
分析』は，様々な法制的支援がなされてきたにも関わ
らず，なぜ女性活躍推進が進まないのかを，雇用，昇
進，職業機会における男女の機会と結果の不平等に焦
点を当てながら，ルービンの因果推論モデルなど，最
新の統計手法を駆使して検証している。第 1章（導入
部）と第 8章（まとめと提言）は一般読者にも向けて
テクニカルな表現を含めずに書かれており，統計の知
識がない読者も読むことができる。第 2章～第 7章で
は，統計的知識を持つ層を対象に，ルービンの因果推
論等の最新の統計手法を活用して行った実証研究等の
結果を示している。
まず，第 1章（「女性活躍推進の遅れと日本的雇用
制度─理論的オーバービューと本書の目的」）では，
日本の女性活用が進んでこなかった現状を示し，背景
に日本的雇用慣行があるとする。日本的雇用制度は，
高度成長期には合理的であったと認識されることも多
いが，著者は，実はその合理性は，日本の特殊的な前
提（男女賃金格差が大きい）における合理性であり，
真に合理的なものではないと指摘する。また，「戦略
的合理性」により，いったん制度ができてしまうと，
その制度との組み合わせによりその後の制度選択が行
われるため，非合理的な制度選択がなされ，それが女
性の活躍を妨げていること等を指摘している。さら
に，日本では，日本的雇用制度，法，規範のために，
欧米に比べて伝統的性別役割分業が強く再生産されて
いること等も論じている。
第 2章（「ホワイトカラー正社員の管理職割合にお

ける男女格差の決定要因」）では，ホワイトカラー正
社員における管理職割合の男女格差の決定要因を検証
している。女性を管理職登用しない理由として，企業
は女性の勤続年数の短さを挙げることが多いが，本書

は，たとえ女性が男性と同じ勤続年数を経た場合で
も，女性の管理職登用率は男性に比べて圧倒的に低
く，企業内トラッキング制度に真の原因があることを
示唆している。また，人的資本の違いは課長以上の男
女格差の 20%程度しか説明できないこと等も明らかに
している。
第 3章（「男女の職業分離の要因と結果─見過ご

されてきた男女平等への障害」）では，女性の専門職
の偏りについて検証している。米国と比べて日本で
は，高所得なタイプ 1型専門職（ヒューマンサービス
系以外の専門職と医師，歯科医師，大学教授）の女
性比率がはるかに小さく，女性比率の多いタイプ 2型
専門職（介護や教育等のヒューマンサービス系専門職
（医師，歯科医師，大学教授を除く））や事務職におい
ては，男女賃金格差が極めて大きいことを示してい
る。また，人的資本の男女平等化は，タイプ 1型以上
にタイプ 2型専門職を増加させることになり，むしろ
男女の職業分離を増大させるという，パラドックスが
起きることを指摘している。
第 4章（「ホワイトカラー正社員の男女の所得格差
─格差を生む約 80％の要因とメカニズムの解明」）
では，ホワイトカラー正社員男女の所得格差について
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行った分析結果を示している。人的資本3変数（年齢，
学歴，勤続年数）により男女所得格差の 35％を，職
業，労働時間，職階の男女差により，さらに 43％（つ
まり合計 78%）が説明できる。単独では，職階が一番
大きい説明力を持つ。人的資本により説明できる幅は
意外と少なく，最大の原因は，人的資本が同じでも存
在する，昇進率の男女不平等だと指摘している。
第 5章（「企業のワークライフバランス推進と限定
正社員制度が男女賃金格差に与える影響」）では，企
業のワークライフバランス施策が男女賃金格差を減少
させるのか検証している。GEO方針（性別にかかわ
りなく，社員の能力発揮を推進するという方針）があ
れば，男女賃金格差は減少するが，GEO方針がなく，
WLB（ワークライフバランス）施策のみがある場合
には，男女賃金格差はむしろ増大することを明らかに
している。
第 6章（「女性の活躍推進と労働生産性─どのよ

うな企業施策がなぜ効果を生むのか」）では，GEO方
針やWLB推進の取り組みが，日本企業の労働時間あ
たりの生産性にどのように影響を与えるかを検証し，
GEO方針を持つ企業や女性の管理職割合が高い企業
では，企業の生産性が有意に高くなることや，WLB
施策のみでは企業の生産性を高めないが，GEO方針
と併用する場合にはWLB施策も企業の生産性向上に
つながりうることを明らかにしている。
第 7章（「統計的差別と間接差別─インセンティ
ブ問題再訪」）では，数理理論を用いて，企業による
女性の雇用者に対するネガティブ・ステレオタイプ
（女性はすぐ離職してしまう等）が，企業自身による
「予言の自己成就」により生み出されていることの理
論的根拠を示し，解決策を探っている。
第 8章（「男女の不平等とその不合理性─分析結

果の意味すること」）では，前章までの分析結果に基
づき，8つの具体的問題（（1）女性の管理職割合と間
接差別，（2）統計的差別，（3）女性の職業のステレオタ
イプ化，（4）長時間労働と女性の機会，（5）ダイバーシ
ティ経営と女性の活躍推進，（6）雇用形態と賃金格差，
（7）女性活躍推進法の運用，（8）男女の機会の平等を考
える上で留意すべきこと）を挙げ，さらにそれぞれの
問題に対する具体的な解決策を提示している。
本書の大きな功績は，なぜ日本では女性活躍推進

が進まないのかという問題に答える，多くの重要な知
見を提示している点にある。例えば，第 6章で検証さ
れている，女性活躍推進が企業の生産性や競争力にプ
ラスになるのかどうかという問題は，企業にとって重
要な問題であるが，既存の研究ではほとんど明らかに
されてこなかった。本書の知見─女性活用が進んで
いる企業（女性管理職割合が高い）やGEO方針のあ
る企業では，正社員の時間あたりの生産性が高まると
いう知見や，WLB施策は GEO方針と共に採用され
て初めて企業の生産性向上につながるという知見な�
ど─は，WLB施策を導入後も効果を感じられない
企業にとって，何が足りなかったのかを教えてくれ
る。これから施策を導入予定の企業にとっても役立つ
だろう。
また，第 2章の，女性管理職登用がなぜ日本では

全く進まないのかという問題についても，著者は，企
業の主張するところの「原因」─就業年数不足─
を軽々と覆し，別の原因─間接差別─があること
を示唆する。女性管理職が少ないのは，企業が主張す
るように就業年数が足りないせいではなく，企業内ト
ラッキング制度が原因なのだという知見は，遅々とし
て進まない女性管理職登用の推進において，今後，ど
こを焦点にして施策を行えばよいのかを教えてくれ
る。
第3章の，タイプ1型専門職に女性が極端に少なく，

タイプ 2型専門職や事務職に女性が多いことが日本の
男女賃金格差につながるという知見は，企業や国，自
治体ばかりでなく，子供を持つ親や，学生の進路指導
を受け持つ学校関係者にも役立つ。タイプ 1型の，医
師・歯科医師・大学教授，ヒューマンサービス以外の
専門職に就く女性が増えれば（例えば「リケジョ」が
増えれば），男女賃金格差も減少させることができる。
女性の高学歴が増えると，タイプ 1型専門職以上にタ
イプ 2型専門職が増えてしまい，職業分離が広がると
いう知見は衝撃的である。子育て中の親や，子供自身
も，職業分離による賃金格差について本書の知見を目
の当たりにすれば，リターンの多いタイプ 1型の職業
を目指す者が増えていくのではないか。
最新の統計手法を男女格差の分析に活用し，新た

な知見を得た点も大きな功績である。たとえば，本書
の第 2章～第 5章では，選択バイアスを取り除く手法
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のひとつである，ルービンの因果推論モデルを用いた
要素分解分析を行っている。当該モデルは「反事実な
仮想状況」，つまり，女性と男性の学歴や勤続年数が
同じであるという，実際には実現されなかった状況を
データ上で作りだすことにより，男女格差を「（人的
資本等により）説明される格差」と「説明されない格
差」に分解している。第 2章の例を挙げると，昇進割
合の男女格差のうち，学歴で説明できるのは課長以上
で 6.8％，係長以上で 7.5%しかなく，男女昇進格差に
は，実は人的資本の男女差はそれほど影響していない
ことを明らかにしている。
さらに本書は，企業，国，自治体が活用できる，具
体的な解決策を多く提供している点でも重要である
（第 8章）。提案されている解決策も取り入れやすいも
のも多い。たとえば，女性活躍推進法の運用につい
ては，「事業計画策定のフォローアップ（目標を達成
できない企業への行政指導（アドバイス）の制度化）」
や「企業の女性活用指標の「見える化」（具体的には，
既存の指標に加えて新たな指標─「正社員 1人あた
りの年間総労働時間」「1か月あたりの所定外労働時
間」「年休の平均取得日数」「育児離職後の採用正社員
（不定期雇用者）数」─を追加の女性活用指標として

加え，情報開示させる）」など，現実的で実行可能な
解決策が提案されている。本書は，女性活躍推進に関
わる，あらゆる立場の人が読むべき，必読の書である。
最後に，本書の内容を新書の形でより一般向けに発

信されることを希望する。本書は，統計の知識を持た
ない一般読者と，統計の知識を持つ読者との両方が読
めるように様々な工夫を凝らしている。章立てについ
ても，導入部の第 1章と，施策提言の第 8章について
は統計の知識がなくても読めるようになっている。各
章の冒頭には要旨が置かれ，一目で要点がわかる。統
計技術についても，興味のある読者向けにセクショ
ンを設けて説明されている。このように広い読者層に
知見を伝える工夫がなされているが，内容の複雑さか
ら，全く基礎知識のない，一般読者にとってはやや敷
居が高いと思われる。しかし，本書の知見は，企業，
雇用者，子育て中の親，自治体，国など，幅広い層に
広く知らしめるべきである。ぜひ一般向けに，より平
易な形で知見を伝えていただきたい。
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